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○補助事業の内容および目的・効果

（目　的）

目　　的

（効　果）

・ 効 果

○補助事業の収支状況

繰越金
設置費用の
自己負担分

136,265

227,107

91,023

26 236,604

平成２３年度
開　始

年　度

　住宅に太陽光発電システムを設置しようとする市民

　函館市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱および取扱要領

計

295,705 330,490

236,604

その他

259,424 289,460

5,691

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№１）

補 助 金 名
（交付金名）

　函館市住宅用太陽光発電システム設置費補助金

団　体　名

助成の根拠規定等

(条例・規則・要綱等)

(単位：千円)

内　　容

・自ら居住し，かつ所有する函館市内の住宅に太陽光発電システムを設置しようとす
　る者，または発電システム付きの建売住宅を購入しようとする者に対し，その設置
　費用の一部を助成する。
・本補助金は制度創設時より，対象者全員に助成することとしており，予算額が不足
　する場合でも補正等により対応してきている。

　環境に配慮したクリーンエネルギー活用に関する市民意識を醸成し，「市民が誇れ
る美しいまちづくり」を進めていくことを目的とする。

　函館市内における住宅用太陽光発電システムの普及と，クリーンエネルギー活用に
関する市民意識の醸成が図られる。

26 9,497

計

289,460

94,940

141,956 141,956

上部団体

330,490

236,604

28

年　度 会　費

25 34,785

3,917

24

27

27

28

30,036

助　　成　　金

市
事業収入

330,490

94,940

141,956

年　度 人件費

24 289,460

負担金等

94,940

事務費 事業費

25

収

入

支

出
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○基本的視点の再チェック

※適・不適であっても，説明欄は必ず記載してください。

○財政的視点のチェック

※不適の場合は，説明欄に必ず記載してください。

１

公益性
（明確な公益性があるか） 地球温暖化の防止，安全でクリーンな再生可能

エネルギーの普及・促進といった観点からは，
公益性も高く，また，市民ニーズも高い事業で
ある。

　①広く市民生活の向上に貢献
  する事業

　②市民ニーズが高い事業

２
必要性（補助しなければならない事
業であるか）

システム設置に要する初期投資が高額であり，
一般住宅への普及・促進を図るためには必要で
あると考えるが，今後の設置価格の動向や国の
エネルギー政策を注視する必要がある。

３
自主性（自主自立に向け努力してい
るか）

４
有効性（他の手法ではなく補助する
ことが，施策目的実現に最適か）

国では，固定価格買取制度により住宅用太陽光
発電の余剰電力を買い取ることで普及を促進し
ているが，高額な初期投資に対し，自治体も補
助制度を実施することは有効である。

財　政　的　視　点 不適 不適の場合の理由と今後の対応について

１ 積算内訳は，前年踏襲となっていないか

７ 経常経費の節減に努めているか

２ 補助金等の使途は適切である

３ 積算基準は定められている
他都市の補助金単価を参考としており，今後の
国のエネルギー政策や市民ニーズ，他都市の動
向等を注視したい。

４
補助割合は，補助対象経費の１／２以内で
ある

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№２）

補 助 金 名
（交付金名）

　函館市住宅用太陽光発電システム設置費補助金

基　本　的　視　点 適 不適 説　　明

５ 前年度繰越金は生じていないか

６
自主財源の確保に努めている
（最低でも前年度の収入を確保している
か）
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○補助効果の検証
（効果測定方法，具体的な数値等）

（達成状況）

　　　　　　　　　　　　　　※継続事業は，直近の実績　新規事業は，効果のみ記載してください。

（評　価） （理　由）

十分効果をあげている

 一定の効果をあげている

効果が疑問である

その他

○今後の方向性
（見直しの内容）

（見直しの時期）

未定

（廃止の理由） （その他の内容）

（廃止の時期）

○終期の設定

H28年度末

63件

1,141件

・函館市内における設置件数（北海道電力㈱函館支店からの聞き取り）

区分

年間件数

累計

H20年度末

31件

155件

H21年度末

72件

227件

H22年度末

95件

322件

H23年度末

114件

436件

H24年度末

208件

644件

H25年度末

197件

841件

H26年度末

136件

・函館市内における住宅用太陽光発電システムの普及件数。
（※ただし，本補助制度は，クリーンエネルギー活用に関する市民意識の醸成を目的としており，
　設置件数等の具体的な目標設定は無い。）

977件

H27年度末

101件

1,078件

  補 助 金 ・ 交 付 金  チ ェ ッ ク シ ー ト（№３）

平成３１年度 終期到来時に再検討 平成３１年度

　平成２３年度の制度創設以降，市内における設置件数
も急増しており，システム設置を検討する市民に対し，
国による固定価格買取制度と併せ，本補助制度が後押し
になったものと考えられ，同時に，市民意識の醸成も図
られてきているものと考える。

現行のまま補助を継続
　平成２６年度に補助金単価を７万円/kWから３万円
/kWに引き下げるなど見直しを実施したところである
が，国のエネルギー政策や他都市の動向，システム設
置価格の推移や本市の財政状況等を考慮し，今後も見
直しを検討する必要がある。

見直したうえで補助を継続

廃止

その他

終期設定 終期到来により廃止 次回チェック年度(予定)

補 助 金 名
（交付金名）

　函館市住宅用太陽光発電システム設置費補助金


